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マクロでみる経済の動き



現金給与総額指数（２月）は82.4(事業規模５人以上)となり、前年同月に比べて4.2%低下し、
2か月連続で前年を下回っている。なお、事業所規模３０人以上は83.7となり、前年同月
に比べて1.0%上昇し、2か月振りに前年を上回っている。

【中小企業の業況】

・県内中小企業の業況感を表すDI値（３月）はマイナス21.7、前回調査（１２月）に比べて
0.7ポイント僅かに悪化している。

・金融機関貸出残高（２月）は3兆8561億円となり、前年同月に比べて0.4％減少し、
2か月連続で前年を下回っている。

 【物　価】

・福島市消費者物価指数（２月）は99.3となり、前年同月比で0.5％下落し、7か月振りに
前年を下回っている。また、生鮮食品を除く総合でみると99.6となり、前年同月比で0.2％
下落した。

【企業・金融】

・企業倒産（３月）は、件数が12件となり、負債総額は86億1300万円となっている。

・新規求人倍率（２月）は1.34倍（季節調整値）となり、前月を0.01ポイント上昇した。

・有効求人倍率（２月）は0.93倍（季節調整値）となり、前月を0.01ポイント上昇した。

【　生産活動　】

・大口電力使用量（２月）は、前年同月に比べて7.2%増加し、平成15年9月以降、前年を
上回る動きが続いている。

【雇用・労働】

・鉱工業生産指数（２月）は104.0（原指数）となり、前年同月に比べて4.8%上昇し、
3か月連続で前年を上回っている。
・鉱工業出荷指数（２月）は112.9（原指数）となり、前年同月に比べて7.0%上昇し、
4か月連続で前年を上回っている。
・鉱工業在庫指数（２月）は127.1（原指数）となり、前年同月に比べて4.8%低下し、
9か月連続で前年を下回っている。

・乗用車新規登録台数（３月）は10,772台となり、前年同月に比べて10.7%減少し、2か月
連続で前年を下回っている。

【　建設需要　】

・新設住宅着工戸数（２月）は726戸となり、前年同月に比べて15.7%減少し、2か月連続
で前年を下回っている。

・公共工事請負金額（３月）は約122億円となり、前年同月に比べて0.7%減少し、
2か月振りに前年を下回っている。

１　本県の経済概況

主要経済指標の概要

【　個人消費　】

・大型小売店販売額（２月）は、全店舗ベースで約169億円、前年同月に比べて4.6%
増加し、11か月連続で前年を上回っている。なお、既存店ベースの前年同月比は､0.6％
減少し、14か月連続で前年を下回っている。

県内の景気は、個人消費が横ばいとなっているものの、生産活動
は堅調に推移し、雇用も改善基調を維持するなど、回復の動きが続い
ている。
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２　主な指標の動き

（１）　個人消費

◆ 大型小売店販売額（２月）は、全店舗ベースで約169億円、前年同月に比べて4.6%

増加し、11か月連続で前年を上回っている。なお、既存店ベースの前年同月比は､0.6％

減少し、14か月連続で前年を下回っている。

内訳をみると、百貨店は、前年同月比で4.3％減少。一方、スーパーは、全店舗ベース

で前年同月比6.8%増加、既存店ベースで前年同月比0.3%増加している。

【大型小売店販売額】

調査対象となる百貨店5店とスーパー73店（２月末現在）の総販売金額です。既存店ベースの前

年同月比とは、前年同月も調査の対象であった店舗のみを比較するものです。過去1年間に開・

廃業した店舗の販売額は除かれているので、前年と同一条件で消費動向をみることができます。

大型小売店販売額（全店舗）の推移
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（資料　東北経済産業局)

大型小売店販売額の前年同月比の推移
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◆ 乗用車新規登録台数（３月）は10,772台となり、前年同月に比べて10.7%減少し、2か

月連続で前年を下回っている。

内訳をみると、軽自動車は前年を上回った。一方、大型車、中型車、小型車は前年を

下回っている。

乗用車新規登録台数の推移
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（資料　福島県自動車販売店協会）

　（台）

（資料　福島県自動車販売店協会）

乗用車新規登録台数の前年同月比の推移
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　（前年同月比　％）

【乗用車新規登録台数】

乗用車の購入により、運輸支局及び軽自動車検査協会に登録された台数です。耐久消費財の

販売動向を消費側からとらえた統計です。自動車を購入した際には必ず登録をするため網羅性

があり、速報性もあります。3月や9月の決算期には台数が多くなるなど、顕著な季節性がありま

す。

-3-



（２）　建設需要

新設住宅着工戸数（２月）は726戸となり、前年同月に比べて15.7%減少し、2か月連

続で前年を下回っている。

◆

新設住宅着工戸数の推移
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新設住宅着工戸数の前年同月比の推移
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（前年同月比、％）

【新設住宅着工戸数】
家やマンションを建てる時に、建築主から都道府県知事にその旨を届けた戸数を集計したもの

で、住宅投資の動きを示す代表的な指標です。進捗ベースではなく、着工ベースの指標のため速
報性があります。所得・地価・建築費・金利などに敏感に反応して動きます。また、政府の景気対
策で「住宅ローン減税」のような政策の影響も受けます。

-4-



◆ 公共工事請負金額（３月）は総額約122億円となり、前年同月比で0.7％減少し、2か

月振りに前年を下回っている。

内訳をみると、国の機関は4か月振りに前年を上回っている。一方、地方の機関は3か

月振りに前年を下回っている。

公共工事請負金額の推移
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 （資料　東日本建設業保証株式会社）

（請負金額、百万円）

公共工事請負金額の前年同月比の推移
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（資料　東日本建設業保証株式会社）

【公共工事請負額】

国、地方公共団体、独立行政法人等が発注した公共工事のうち、保証事業会社の保証による

公共工事について、保証事業会社が請負金額を取りまとめて集計したもので、発注者ごとに分か

ります。
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◆ 業務用建築物着工棟数（２月）は、161棟となり、前年同月で7.5%減少し、4か月連続

で前年を下回った。

（資料 国土交通省）

業務用建築物着工棟数の推移
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 （資料　国土交通省）

【業務用建築物着工棟数】
建築主が建築物を建築しようとする場合は、その旨を都道府県知事に届けなければならず、こ

の届出をもとに集計したものが建築物着工統計です。進捗ベースではなく、着工ベースの指標た
め速報性があります。「業務用」とは、全建築物から居住専用と居住産業併用を除いたもので、企
業の設備投資を反映します。
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◆ 鉱工業在庫指数（２月）は原指数は127.1（速報値）となり、前年同月比で4.8％低下

し、9か月連続で前年を下回っている。季節調整済指数は134.0（速報値）となり、前月比

で1.4％上昇し、2か月振りに前月を上回っている。

（３）　生産活動

◆ 鉱工業生産指数（２月）は原指数は104.0（速報値）となり、前年同月比で4.8％上昇

し、3か月連続で前年を上回っている。季節調整済指数は109.4（速報値）となり、前月比

で3.5％上昇し、2か月連続で前月を上回っている。業種別（原指数）では、電気機械工

業、精密機械工業、一般機械工業等９業種が前年を上回り、食料品・たばこ工業、化学

工業等８業種が前年を下回っている。

◆ 鉱工業出荷指数（２月）は原指数は112.9（速報値）となり、前年同月比で7.0％上昇

し、4か月連続で前年を上回っている。季節調整済指数は118.0（速報値）となり、前月比

で4.1％上昇し、3か月振りに前月を上回っている。

鉱工業生産指数（原指数）の推移
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鉱工業生産指数（原指数）の前年同月比の推移
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（資料　福島県情報統計領域）

【鉱工業指数】
鉱工業製品の生産量、出荷量、在庫量を基準年を100として（現在は平成12年=100）指数化した

ものです。好況時にはモノがよく売れ、企業が製品を増産するため生産、出荷とも上昇します。景
気が悪化してくるとモノが売れなくなるため出荷の減少、在庫の増加局面を経て生産の減少に至
ります。

-7-



鉱工業生産指数（季調値）の推移
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(H12=100)

【原指数と季節調整済指数】

鉱工業指数の原指数は、指数作成用データをそのまま指数化したもので、大型連休や決算期

等の季節的要因の影響を受けて、毎年一定の変動を繰り返しています。長期的な動向をみる場

合は、主に原指数の前年同月比が使用されます。

一方、季節調整済指数は、原指数から季節的要因を取り除き、毎月同じ基準で指数の動きが

みられるようになっており、直近の動向をみる場合は、主に季節調整済指数の前月比が使用され

ます。

【前月比と前年同月比】

前年の同じ月と比較した増減を示す「前年同月比」は量的水準の変動を示し、前月と比較した

増減を示す「前月比」は直近の変化方向（瞬間風速）を示します。経済統計には季節性を持つも

のがあり、単純に前月と比較できない場合があるので、季節調整値で前月比を求める場合と、季

節性のない統計（例：金利等）では季節調整をかけずに前月比をとる場合があります。

鉱工業指数では原指数の前年同月比で１年前の水準との違いをみて、また、季節調整済指数

の前月比で足下の動きをみるというように複合的に利用します。
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◆ 大口電力使用量（２月）は513,159千kWhとなり、前年同月比で7.2％増加し、平成15

年9月以降、前年を上回る動きが続いている。

大口電力使用量の推移
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（資料　東北電力福島支店）
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大口電力使用量の前年同月比の推移
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（資料　東北電力福島支店）

【大口電力使用量】
契約電力500kWh以上の大口の電力需要。産業の生産活動における生産要素の一つであるエネ

ルギー面の投入量を示す指標です。主要産業の経済活動を敏感に反映し、速報性があります。
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◆　有効求人倍率（２月）は0.93倍（季節調整値）となり、前月を0.01ポイント上昇した。

なお、有効求人数は31,522人（前年同月比0.5％減）となり、2か月連続で前年を下回っ

た。また、有効求職者数は32,669人（同2.0％減）となり、15か月連続で前年を下回った。

◆　新規求人倍率（２月）は1.34倍（季節調整値）となり、前月を0.01ポイント上昇した。

（4）　雇用・労働

有効求人倍率及び新規求人倍率の推移
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（人） （倍）

【新規求人倍率と有効求人倍率】

「新規求人」とは、当月受け付けた求人を指し、前月から未充足のまま繰り越された求人と新規

求人を合わせたものを「有効求人」といいます。同様に、「新規求職」は当月受け付けた求職をい

い、「有効求職」は前月から繰り越された求職と新規求職の合計です。有効求人倍率が低いと求

職者の割には求人数が少なく雇用情勢が悪化しており、反対に倍率が高いと雇用情勢が良いこ

とを示します。雇用情勢の最新の動きをみるには新規求人倍率をみます。なお、求人倍率は、求

人数 求職者数となりますが、通常公表されている求人倍率は季節調整値のため一致しませ

ん。
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◆ 雇用保険受給者実人員（２月）は8,517人となり、前年同月比で7.9％減少し、平成14

年10月以降、前年を下回る動きが続いている。

◆ 現金給与総額指数（名目）（２月）は82.4(事業規模５人以上)となり、前年同月に比べて

4.2%低下し、2か月連続で前年を下回っている。なお、事業所規模３０人以上は83.7とな

り、前年同月に比べて1.0%上昇し、2か月振りに前年を上回っている。

雇用保険受給者実人員と前年同月比の推移
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（前年同月比、％）

雇用保険受給者実人員 前年同月比(福島県)（右目盛）
前年同月比（全　国）（右目盛） １２ヶ月平均線(左目盛)

（資料　厚生労働省、福島労働局）

【雇用保険受給者実人員】

雇用保険の被保険者が離職後、再就職先が見つからないために失業等給付を受け取っている

人の数です。失業動向を示すもので、受給者の増加は雇用情勢の悪化を示します。景気の動きと

逆に動きます。

現金給与総額指数（前年同月比）の推移

△12.0

△7.0

△2.0

3.0

8.0

H16.2 4 6 8 10 12 H17.2 4 6 8 10 12 H18.2 4 6 8 10 12 H19.2

５人以上の事業所

３０人以上の事業所

（資料 厚生労働省、福島県情報統計領域）

（前年同月比、％）

【現金給与総額指数】

現金給与総額とは、賃金、給与、手当、賞与など労働の対価として使用者が労働者に支払った

ものをすべて合計したもので、所得税、社会保険料等を差し引く前の金額です。これを基準年を

100として（現在は平成17年=100）指数化したものです。一般に、賞与のある6、7月や12月は指数

が高くなる季節性があるため、前年同月比でみることが必要です。
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◆ 所定外労働時間指数（２月）は100.0となり、前年同月比で2.9％上昇し、15か月振り

に前年を上回っている。

◆ 常用雇用指数（２月）は98.6となり、前年同月比で0.6％低下し、平成15年4月以降、

前年を下回る動きが続いている。

所定外労働時間指数（前年同月比）の推移
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福島県 全 国

 （資料　厚生労働省、福島県情報統計領域）

（前年同月比、％）

【所定外労働時間指数】

　所定外労働時間とは、残業や早出・休日出勤などのことです。これを基準年を100として（現在は

平成17年=100）指数化したものです。景気が良くなると、生産活動が活発化し、残業時間の増加

で対応することから、景気に敏感に反応します。

常用雇用指数（前年同月比）の推移

△4.0

△3.0

△2.0

△1.0
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1.0

2.0

H16.2 4 6 8 10 12 H17.2 4 6 8 10 12 H18.2 4 6 8 10 12 H19.2

福島県 全　国

（資料 厚生労働省、福島県情報統計領域）

（前年同月比、％）

【常用雇用指数】

常用雇用者とは、事業所に雇われている人の数で、一般労働者のほかパートタイム労働者を含

みます。これを基準年を100として（現在は平成17年=100）指数化したものです。求人や求職のよ

うな希望の数を表すものと違って、実際に雇われている雇用情勢の実態を表します。
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（５）　物価

◆ 国内企業物価指数（３月）は101.4（速報値）となり、前年同月比で2.0％上昇し、平成

16年3月以降、前年を上回る動きが続いている。

◆ 福島市消費者物価指数（２月）は99.3となり、前年同月比で0.5％下落し、7か月

振りに前年を下回っている。また、生鮮食品を除く総合でみると99.6となり、前年

同月比で0.2％下落した。

総     合
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△1.0

△0.5

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

H18.3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 H19.1 2

（前年同月比、％）

総合（福島市）

総合（全国）

（資料　総務省統計局）

消費者物価指数（福島市）（前年同月比）の推移

生鮮食品を除く総合
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（前年同月比、％）

生鮮食品を除く総合
（福島市）
生鮮食品を除く総合
（全国）

（資料　日本銀行）

国内企業物価指数（前年同月比）の推移

△ 1.0

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

H16.2 4 6 8 10 12 H17.2 4 6 8 10 12 H18.2 4 6 8 10 12 H19.2

（前年同月比、％）

【国内企業物価指数】
出荷や卸売り段階での企業間の取引価格の動きを示す指標で、景気動向に敏感に反応しま

す。景気が過熱してモノの需給が引き締まると、企業物価は上昇します。逆に不況期には下落し
ます。日本は原材料を多く輸入に依存しているため、海外市況や為替相場に左右されやすい側
面もあります。最近は、原油価格高騰や原材料高騰等で上昇局面が続いています。

【消費者物価指数】
消費者が平均的に購入する商品やサービスを基準年を100と（現在は平成17年=100）固定し

て、物価がどのように変化しているかを指数化したものです。また、生鮮食品は天候などの要因
によって価格が大幅に変動するため、他の商品やサービスの価格動向を見えにくくなるので「生
鮮食品を除く総合」でみることもあります。また、税制や社会保障制度の変更や原油等のエネル
ギー価格の動向が影響を及ぼすことがあります。
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◆ 企業倒産（３月）は、件数が12件となり、前年同月と同数となっている。一方、負債総

額は86億1,300万円となり、前年同月比で156.6％増加し、3か月振りに前年を上回ってい

る。

　倒産件数を業種別にみると、建設業が7件と最多となっている。

（６）　企業・金融

◆ 金融機関預金残高（２月）は総額6兆351億円となり、前年同月比で0.04%減少し、5か

月連続で前年を下回っている。

140
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60,000

（負債総額、百万円）企業倒産件数及び負債総額の推移（件数、件）
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18,000

負債総額 企業倒産件数 （資料 東京商工リサーチ）

【企業倒産】
法的な定義はなく、官庁統計に集計したものはありません。民間信用調査機関ごとに定義を設

けて集計しています。「法的整理（破産や会社更生手続、民事再生手続等）」と「任意整理（銀行
取引停止処分、内整理）」の大きく２つに分けることができます。

預金残高と前年同月比の推移
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（預金残高、億円）
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（前年同月比、％）

預金残高 前年同月比（福島県） 前年同月比（全　国）

（資料　日本銀行、日本銀行福島支店）

【預金残高】
預金残高の増減率は金融機関の信用力を示します。経営破綻が相次いで信用不安が起きれ

ば、預金が流出します。具体的な近年の例としては、法人預金は売上げ低迷による余資の減少
や、預貸相殺の動きが続くと減少し、個人預金は収入が落ち込むと減少します。増加する理由に
は逆のことがいえます。
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◆ 金融機関貸出残高（２月）は総額3兆8561億円となり、前年同月比で0.4％減少し、2

か月連続で前年を下回っている。

◆ 貸出約定平均金利（２月）は、2.178％となり、前月に比べて0.010ポイント上昇し、10

か月連続で前月を上回っている。

貸出残高と前年同月比の推移
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貸出残高 前年同月比（福島県） 前年同月比（全　国）

（資料　日本銀行、日本銀行福島支店）

【貸出残高】
景気拡大期には企業が設備投資を増やし、資金需要が拡大するため貸出残高は増加します。

また、銀行の貸出余力が増えれば貸出残高は増加します。具体的な近年の例としては、法人向
けは企業が新規借入よりも債務の返済を優先させたり、金融機関が不良債権処理を優先させた
りすると、貸出は減少します。個人向けは住宅ローン等が堅調だと増加します。

貸出約定平均金利の推移
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福島県 全  国

（資料　日本銀行、日本銀行福島支店）

【貸出約定平均金利】

金融機関が過去に貸し出しを行った際の貸出金利を現在の貸出残高で加重平均したもので

す。銀行融資の金利が現実にはどのくらいになっているかを示す指標です。
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県内中小企業の業況感を表すＤＩ値（３月）はマイナス21.7、前回調査（１２月）に比べ

ると0.7ポイント僅かに悪化している。

　産業別にみると、製造業は僅かに悪化、一方、非製造業は僅かに改善している。

（７）　中小企業の業況

◆

【中小企業業況判断ＤＩ】
（財）福島県産業振興センターが四半期ごとに実施しているビジネス・サーベイです。当該業界

に対する企業家の景況判断を示したものです。ＤＩ（Diffusion Index）値とは、景気の動きをとらえ
るための指標であり、「良い」と回答した企業の割合から、「悪い」と回答した企業の割合を差し引
いた数値です。

中小企業業況判断DI
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（資料　福島県産業振興センター）

＜参考＞　日銀短観（福島県）　業況判断DI
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（資料　日本銀行福島支店）＊は予測

【参考：日銀短観】
業況等の現状・先行きに関する判断や、事業計画に関する実績・予測など、企業活動全般に関

する調査項目について、日本銀行が四半期ごとに実施するビジネス・サーベイです。調査対象は
資本金２千万円以上であるため、いわゆる零細企業は対象にならない点に留意する必要があり
ます。また、各支店（例：日銀福島支店）が公表する「支店短観」は、各地域の産業構造を反映す
るため、全国分の短観が調査・集計対象としていない先（大手企業の出先事務所等）も一部調査・
集計対象としています。業況判断ＤＩは業況（「収益を中心とした、業況についての全般的な判
断」）が「良い」と回答した企業の割合から「悪い」と回答した企業の割合を差し引いた数値で、企
業の収益性と相関があります。
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◆　円相場（３月）は117.28円（期中平均値）となり、前月より3円17銭円高となっている。

（８）　市場

◆ 日経平均株価（３月）は17,128.37円（期中平均値）となり、前月を612円86銭安となっ

ており、4か月振りに前月を下回っている。

日経平均株価（期中平均値）の推移
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（ 資料 日本経済新聞）

（円）

【日経平均株価】

日本経済新聞社が東京証券取引所第一部に上場している225銘柄（定期的に入れ替え）を対象

に平均金額を算出したもので、株式市場全体の株価水準を示す代表的な指標です。株価が上昇

すると、企業資産の含み益が増え、企業活動に好影響を与えます。また、株式取引に直接参加し

ていない消費者や経営者にも心理的な大きな影響を与えるため、景気の先行指標といわれます。

【円相場】
円とドルの交換比率（対ドルの為替レート）です。為替レートは商品の値段を決めるときと同様に

需給バランスで決まります。その通貨を必要とする人が増えれば値上がりしますし、減れば値下
がりします。為替レートの変動は、外国貿易を行っている企業に直接的な影響を及ぼし、「円高」
では輸出業者が損をして輸入業者が得をします。「円安」の場合は逆になります。また、円高にな
ると輸入品価格が低下し、物価下落の要因となり、一方、輸出価格が上昇し、国際競争力を低下
させます。円相場が日本経済全体に与える影響はとても大きいため、政府・日銀が介入する場合
もあります。

円相場（期中平均値）の推移
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（資料　日本経済新聞）
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３　主要経済指標
個人消費 建設需要

区分 1 大型小売店販売額 2 乗用車新規登録台数 3 新設住宅着工戸数 4 公共工事請負金額 5業務用建築物着工棟数

年月

（百万円） （億円） （台） （千台） （戸） （戸） （百万円） （億円） （棟） （棟）

H16年 235,791 214,672 76,175 4,768 13,481 1,189,049 239,216 137,355 2,606 116,749

17 226,525 213,284 76,100 4,748 12,858 1,236,175 236,563 129,622 2,759 114,212

18 230,485 212,605 74,698 4,642 13,076 1,289,832 - - 2,676 114,861

17年 Ⅳ 60,776 58,549 16,346 1,036 3,621 324,740 52,625 30,614 804 29,703

18年 Ⅰ　 55,353 51,206 24,346 1,457 2,751 283,653 24,575 25,759 502 25,051

Ⅱ　 56,341 51,086 16,150 1,042 3,814 334,243 67,507 31,244 767 29,699

Ⅲ  57,479 51,457 17,529 1,118 3,168 330,278 66,772 34,177 718 30,970

Ⅳ  61,313 57,734 16,673 1,026 3,343 341,658 42,594 29,679 689 29,141

17年10月 18,632 17,486 5,611 345 1,209 115,822 20,798 12,379 281 10,472

11 18,455 17,932 5,965 366 1,351 110,986 16,284 9,610 269 10,404

12 23,689 23,131 4,770 326 1,061 97,932 15,542 8,625 254 8,827

18年1月 19,917 18,841 5,283 325 1,203 92,899 8,686 6,175 167 8,403

2 16,160 14,912 7,003 444 861 96,995 3,569 6,055 174 8,279

3 19,276 17,453 12,060 688 687 93,759 12,319 13,529 161 8,369

4 18,775 17,043 4,940 313 1,409 111,260 21,467 11,402 263 9,361

5 19,115 16,991 4,826 323 1,170 108,652 19,659 8,526 231 9,581

6 18,452 17,052 6,384 406 1,235 114,331 26,380 11,316 273 10,757

7 19,894 19,092 6,200 396 1,084 106,649 22,003 11,165 241 10,451

8 19,745 16,416 4,384 283 1,120 111,187 19,419 10,367 257 10,314

9 17,840 15,949 6,945 438 964 112,442 25,349 12,646 220 10,205

10 18,678 17,181 5,649 332 1,061 118,360 18,472 12,129 288 9,912

11 18,577 17,794 6,042 362 1,205 115,392 13,057 9,071 201 9,795

12 24,057 22,758 4,982 331 1,077 107,906 11,064 8,479 200 9,434

19年1月 20,845 18,936 5,301 308 911 92,219 8,669 6,120 164 8,061

2 16,900 15,125 6,625 425 726 87,360 6,521 5,778 161 8,246

3 - - 10,772 639 - - 12,227 15,840 - -

H16年 3.0△         3.5△          0.2△         1.1 1.9△         2.5 18.0△        11.1△        0.1 2.3

17 3.7△         2.3△          0.1△         0.4△          4.6△         4.0 1.1△         5.6△          5.9 2.2△          

18 2.6△         1.2△          1.8△         2.2△          1.7 4.3 - - 3.0△         0.6

17年 Ⅳ　 2.3△         0.6△          4.2△         7.0△          13.0 7.0 12.7△        2.2△          16.2 1.7△          

18年 Ⅰ　 3.2△         1.7△          0.5 0.5 0.7△         4.7 2.8△         11.8△        6.3△         3.6△          

Ⅱ　 3.6△         1.2△          7.2△         4.6△          13.3 8.6 12.1△        11.7△        22.1 4.5

Ⅲ  1.5△         0.2△          3.3△         4.6△          2.2 0.7△          19.2△        9.7△          9.2△         2.9

Ⅳ  2.3△         1.7△          2.0 1.0△          7.7△         5.2 19.1△        3.1△          14.3△        1.9△          

17年10月 6.3△         3.4△          1.3 1.6△          6.7 9.1 27.2△        1.4△          10.2 1.4

11 1.2△         0.8 7.7△         6.6△          22.0 12.6 9.9△         0.9△          17.5 1.9

12 0.1 0.6 5.9△         12.4△        9.9 0.9△          14.1 4.7△          22.1 8.8△          

18年1月 4.1△         2.8△          4.2△         0.1 53.1 2.2△          6.9△         6.8△          2.5 1.7△          

2 2.7△         1.9△          3.2 0.7 20.9△        13.7 48.4△        8.3△          0.6△         5.0△          

3 2.7△         0.3△          1.1 0.5 23.4△        3.3 36.4 15.4△        18.7△        4.0△          

4 3.1△         0.9△          6.6△         4.9△          31.2 15.0 25.0△        17.3△        32.2 6.3

5 3.9△         1.6△          13.9△        6.4△          1.4 6.7 8.6 0.7△          7.9 5.1

6 3.8△         1.2△          1.9△         2.8△          8.6 4.7 12.1△        13.2△        27.0 2.4

7 2.3△         1.4△          1.6△         6.2△          7.0△         7.5△          28.2△        4.3△          0.0 1.8

8 1.4△         0.1 3.1△         2.5△          9.2 1.8 34.0△        13.9△        7.6△         2.2

9 0.6△         0.8 4.8△         4.3△          5.9 4.0 12.5 10.6△        19.1△        4.7

10 3.3△         1.7△          0.7 3.6△          12.2△        2.2 11.2△        2.0△          2.5 5.3△          

11 1.4△         0.8△          1.3 0.9△          10.8△        4.0 19.8△        5.6△          25.3△        5.9△          

12 2.1△         2.4△          4.4 1.6 1.5 10.2 28.8△        1.7△          21.3△        6.9

19年1月 0.7△         0.5△          0.3 5.3△          24.3△        0.7△          0.2△         0.9△          1.8△         4.1△          

2 0.6△         0.5 5.4△         4.2△          15.7△        9.9△          82.7 4.6△          7.5△         0.4△          

3 - - 10.7△        7.1△          - - 0.7△         17.1 - -

備考 百貨店とスーパーの計 乗用車、軽自動車の計 持家、貸家、給与住宅、分譲 年表示は、年度ベース 全建築物から居住専用住宅、

前年同期(月)比は既存店 「新車登録台数実績表」 住宅の計 国の機関と地方の機関の計 居住産業併用住宅を除いたもの

資料 ｢商業動態統計調査｣ 自動車販売店協会 「月刊住宅着工統計」 「公共工事前払金保証統計」 「建築統計月報」

出所 経済産業省、東北経済産業局 軽自動車協会 国土交通省 東日本建設保証株式会社 国土交通省

福島県 福島県 福島県全　国

対前年同月（期）比（％）

全　国 全　国 福島県 全　国 福島県 全　国
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区分

年月

H16年

17

18

17年 Ⅳ

18年 Ⅰ　

Ⅱ　

Ⅲ  

Ⅳ  

17年10月

11

12

18年1月

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

19年1月

2

3

H16年

17

18

17年 Ⅳ　

18年 Ⅰ　

Ⅱ　

Ⅲ  

Ⅳ  

17年10月

11

12

18年1月

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

19年1月

2

3

備考

資料

出所

生産活動

6 鉱工業生産指数 7 鉱工業出荷指数 8 鉱工業在庫指数 9 大口電力使用量

福島県 全　国 福島県 全国 福島県 全　国 福島県 全国 福島県 全　国 福島県 全国

原指数 原指数 季調値 季調値 原指数 原指数 季調値 季調値 原指数 原指数 季調値 季調値

（千kWh） （百万kWh）

99.5 100.2 - - 104.5 102.4 - - 126.9 90.0 - - 5,634,935 268,388

103.4 101.3 - - 109.9 103.9 - - 131.1 92.8 - - 5,813,450 271,784

104.4 106.2 - - 111.0 109.4 - - 129.8 95.0 - - 6,279,060 283,663

107.4 103.9 104.9 103.4 114.1 107.3 111.8 106.5 132.6 93.9 138.9 93.7 501,768 22,942

101.8 104.9 103.2 103.8 109.1 109.0 109.9 107.2 131.9 94.9 137.2 94.8 498,406 22,303

102.7 103.4 104.5 105.2 108.2 105.4 110.7 108.7 133.0 93.5 130.1 94.1 512,046 23,227

104.0 106.3 103.6 106.6 111.3 110.2 110.6 109.9 129.5 94.4 122.2 94.1 540,496 24,736

108.9 110.1 105.8 108.9 115.2 113.0 112.2 111.6 124.8 97.2 130.5 97.0 542,072 24,288

106.5 102.0 105.4 101.6 113.5 104.8 112.1 105.4 126.1 93.3 133.5 92.6 503,346 23,424

110.2 105.7 106.6 103.6 115.7 108.3 112.8 106.6 136.6 95.7 140.5 94.2 497,034 22,534

105.6 104.1 102.6 104.9 113.2 108.7 110.4 107.6 135.2 92.6 142.6 94.3 504,924 22,866

94.0 96.1 103.5 103.8 99.4 97.8 110.0 107.6 133.4 96.8 139.0 94.8 493,474 22,076

99.2 101.4 102.9 103.3 105.5 104.0 108.5 106.5 133.5 97.8 140.0 94.8 478,611 21,606

112.2 117.1 103.3 104.3 122.4 125.3 111.2 107.5 128.8 90.1 132.6 94.7 523,133 23,228

101.5 102.4 104.8 104.9 107.6 104.6 112.3 108.8 130.7 92.1 132.2 94.7 513,433 22,528

98.5 99.0 103.6 104.6 103.0 100.1 109.2 108.2 135.2 93.8 129.5 93.8 489,129 22,726

108.2 108.9 105.0 106.1 114.0 111.6 110.6 109.2 133.1 94.5 128.6 93.9 533,577 24,427

102.7 106.2 101.1 106.0 108.1 108.7 108.2 109.1 139.8 95.5 122.7 93.6 554,460 25,097

100.9 101.0 105.4 107.2 108.6 104.3 112.7 111.3 126.6 95.4 121.6 94.0 530,230 24,567

108.3 111.7 104.4 106.7 117.2 117.5 110.9 109.3 122.1 92.3 122.4 94.6 536,798 24,545

109.1 109.6 106.5 108.3 113.4 111.0 110.0 110.8 125.5 96.5 132.7 95.8 542,062 24,723

109.4 111.2 105.9 108.7 116.2 114.4 113.3 112.2 122.8 98.5 126.3 96.9 539,706 24,046

108.3 109.4 105.1 109.6 116.1 113.6 113.3 111.8 126.0 96.5 132.4 98.2 544,447 24,094

97.3 100.3 105.7 107.1 104.1 102.4 113.3 111.4 126.9 99.2 132.1 97.2 526,873 23,080

104.0 104.5 109.4 107.9 112.9 107.2 118.0 111.4 127.1 99.6 134.0 96.6 513,159 22,684

- - - - - - - - - - - - - -

対前年同月（期）比（％）

4.7 5.5 - - 5.4 5.3 - - 2.0 1.2△    - - 5.2 2.9

3.9 1.1 - - 5.2 1.5 - - 3.3 3.1 - - 3.2 1.3

1.0 4.8 - - 1.0 5.3 - - 1.0△    2.4 - - 8.0 4.4

5.0 3.0 0.1△    2.8 6.2 4.2 0.7△    2.3 10.5 3.8 5.3 0.2 7.1 3.2

1.7 3.0 1.6△    0.4 3.0 4.7 1.7△    0.7 4.2 3.4 1.2△    1.2 6.6 3.1

2.1 4.7 1.3 1.3 2.0 5.8 0.7 1.4 5.6 2.0 5.2△    0.7△    8.1 4.0

1.2△    5.6 0.9△    1.3 1.8△    5.6 0.1△    1.1 7.0△    0.5 6.1△    0.0 9.2 4.4

1.4 6.0 2.1 2.2 1.0 5.3 1.4 1.5 5.9△    3.5 6.8 3.1 8.0 5.9

6.1 2.1 0.2 0.5 8.3 3.7 0.4△    1.2 4.0 2.3 1.6△    1.6△    4.3 2.7

8.1 3.4 1.1 2.0 7.8 4.2 0.6 1.1 12.1 3.7 5.2 1.7 7.1 2.3

1.0 3.5 3.8△    1.3 2.7 4.4 2.1△    0.9 15.6 5.3 1.5 0.1 9.9 4.6

0.0 2.5 0.9 1.0△    2.5 4.6 0.4△    0.0 5.0 3.9 2.5△    0.5 7.2 3.7

1.4 3.4 0.6△    0.5△    2.2 5.2 1.4△    1.0△    3.5 3.2 0.7 0.0 5.9 2.8

3.4 3.2 0.4 1.0 4.1 4.5 2.5 0.9 4.0 3.0 5.3△    0.1△    6.8 2.9

1.8 4.1 1.5 0.6 0.8 5.1 1.0 1.2 7.9 3.0 0.3△    0.0 6.6 3.1

3.9 4.7 1.1△    0.3△    3.7 6.8 2.8△    0.6△    9.7 1.3 2.0△    1.0△    9.6 4.9

0.7 5.3 1.4 1.4 1.5 5.6 1.3 0.9 0.2△    1.6 0.7△    0.1 8.3 4.0

2.0△    5.6 3.7△    0.1△    2.9△    5.6 2.2△    0.1△    4.4△    0.6 4.6△    0.3△    9.8 4.7

1.2△    6.1 4.3 1.1 0.9△    6.4 4.2 2.0 7.5△    0.4 0.9△    0.4 10.6 5.6

0.7△    5.1 0.9△    0.5△    1.6△    4.6 1.6△    1.8△    9.4△    0.7 0.7 0.6 7.2 3.1

2.4 7.5 2.0 1.5 0.1△    5.9 0.8△    1.4 0.5△    3.4 8.4 1.3 7.7 5.5

0.7△    5.2 0.6△    0.4 0.4 5.6 3.0 1.3 10.1△  2.9 4.8△    1.1 8.6 6.7

2.6 5.1 0.8△    0.8 2.6 4.5 0.0 0.4△    6.8△    4.2 4.8 1.3 7.8 5.4

3.5 4.4 0.6 2.3△    4.7 4.7 0.0 0.4△    4.9△    2.5 0.2△    1.0△    6.8 4.5

4.8 3.1 3.5 0.7 7.0 3.1 4.1 0.0 4.8△    1.8 1.4 0.6△    7.2 5.0

- - - - - - - - - - - - - -

平成12年＝100 平成12年＝100 平成12年＝100 県は東北電力、国は電力10社計

四半期値は、月平均値

「鉱工業指数月報」福島県 東北電力株式会社福島支店

経済産業省 電気事業連合会

対前年同月（期）比（％） 対前月（期）比 対前年同月（期）比（％） 対前月（期）比 対前年同月（期）比（％） 対前月（期）比

福島県 全　国
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区分

年月

H16年

17
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17年 Ⅳ

18年 Ⅰ　
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Ⅳ  

17年10月

11
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6

7

8

9
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2
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H16年
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Ⅲ  

Ⅳ  

17年10月

11
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18年1月

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

19年1月

2

3

備考

資料

出所

雇用・労働

10 新規求人倍率 11 有効求人倍率 12 有効求人数 13 有効求職者数 14 雇用保険受給者実人員

（倍） （倍） （倍） （倍） （人） （千人） （人） （千人） （人） （千人）

1.15 1.29 0.77 0.83 29,064 1,956 37,849 2,369 11,671 709

1.21 1.46 0.80 0.95 29,718 2,163 37,072 2,272 10,455 637

1.28 1.57 0.89 1.06 31,063 2,295 34,924 2,164 9,494 593

1.25 1.51 0.81 0.99 30,809 2,217 34,860 2,113 10,003 615

1.30 1.54 0.90 1.03 32,122 2,338 34,240 2,157 9,347 573

1.28 1.57 0.89 1.06 30,012 2,282 37,858 2,330 9,660 587

1.27 1.58 0.89 1.08 30,745 2,271 34,740 2,142 9,864 636

1.27 1.58 0.88 1.07 31,370 2,289 32,857 2,027 9,104 577

1.15 1.45 0.79 0.98 31,830 2,270 36,866 2,216 10,404 638

1.29 1.51 0.81 0.99 31,952 2,261 35,446 2,132 10,068 616

1.30 1.57 0.84 1.01 28,646 2,119 32,267 1,992 9,537 590

1.37 1.56 0.91 1.03 30,739 2,199 32,959 2,076 9,564 586

1.30 1.56 0.91 1.04 31,683 2,319 33,347 2,117 9,252 570

1.24 1.51 0.88 1.02 33,944 2,495 36,413 2,280 9,226 564

1.28 1.53 0.88 1.04 31,180 2,381 38,334 2,396 9,153 544

1.33 1.61 0.89 1.06 29,937 2,248 38,112 2,334 9,881 595

1.24 1.58 0.90 1.07 28,920 2,216 37,127 2,260 9,946 621

1.30 1.58 0.89 1.09 29,489 2,207 35,410 2,171 9,929 630

1.21 1.60 0.88 1.08 30,129 2,265 34,614 2,135 10,240 666

1.29 1.57 0.89 1.08 32,618 2,341 34,197 2,120 9,424 611

1.25 1.53 0.88 1.07 32,866 2,368 34,301 2,124 9,532 604

1.23 1.60 0.87 1.07 32,110 2,323 33,199 2,034 9,097 580

1.33 1.60 0.89 1.07 29,135 2,176 31,072 1,923 8,684 547

1.33 1.51 0.92 1.06 30,641 2,207 32,486 2,017 8,790 546

1.34 1.51 0.93 1.05 31,522 2,278 32,669 2,061 8,517 532

- - - - - - - - - -

対前月（期）（ポイント） 対前年同月（期）比（％）

0.15 0.22 0.17 0.19 18.2 17.1 7.7△         8.8△          20.7△        20.2△        

0.06 0.17 0.03 0.12 2.3 10.6 2.1△         4.1△          10.4△        10.2△        

0.07 0.11 0.09 0.11 4.5 6.1 5.8△         4.7△          9.2△         6.8△          

0.06 0.02 0.02 0.02 1.3△         7.0 0.7 2.8△          3.7△         7.4△          

0.05 0.03 0.09 0.04 10.7 8.4 2.7△         4.4△          4.6△         5.8△          

0.02△      0.03 0.01△      0.03 2.9 6.5 6.7△         5.5△          9.6△         7.3△          

0.01△      0.01 0.00 0.03 2.9 6.3 7.8△         4.9△          13.0△        7.9△          

0.00 0.00 0.01△      0.01△       1.8 3.3 5.7△         4.1△          9.0△         6.1△          

0.04△      0.04△       0.00 0.00 3.1△         8.7 3.8 1.4△          3.7△         6.5△          

0.14 0.06 0.02 0.01 1.4△         6.0 1.0 2.5△          3.1△         9.1△          

0.01 0.06 0.03 0.02 0.9 6.3 2.8△         4.6△          4.3△         6.6△          

0.07 0.01△       0.07 0.02 11.2 7.6 3.2△         5.3△          2.6△         4.9△          

0.07△      0.00 0.00 0.01 12.2 10.0 1.9△         4.2△          4.4△         5.5△          

0.06△      0.05△       0.03△      0.02△       8.9 7.6 2.9△         3.8△          6.7△         7.1△          

0.04 0.02 0.00 0.02 3.9 6.2 5.9△         4.9△          13.7△        9.3△          

0.05 0.08 0.01 0.02 4.4 6.9 6.4△         5.4△          0.6△         3.9△          

0.09△      0.03△       0.01 0.01 0.3 6.4 7.8△         6.1△          13.5△        8.7△          

0.06 0.00 0.01△      0.02 4.6 7.3 7.6△         5.1△          12.8△        7.5△          

0.09△      0.02 0.01△      0.01△       0.6 6.0 8.0△         4.9△          13.8△        7.6△          

0.08 0.03△       0.01 0.00 3.7 5.7 7.8△         4.6△          12.3△        8.7△          

0.04△      0.04△       0.01△      0.01△       3.3 4.3 7.0△         4.2△          8.4△         5.3△          

0.02△      0.07 0.01△      0.00 0.5 2.7 6.3△         4.6△          9.6△         5.8△          

0.10 0.00 0.02 0.00 1.7 2.7 3.7△         3.5△          8.9△         7.3△          

0.00 0.09△       0.03 0.01△       0.3△         0.3 1.4△         2.8△          8.1△         6.8△          

0.01 0.00 0.01 0.01△       0.5△         1.8△          2.0△         2.6△          7.9△         6.7△          

- - - - - - - - - -

学卒を除きパートを含む。

新規、有効求人倍率の年値は原数値、各月の値は季節調整値　四半期値は各期ごとの平均 四半期値は各期ごとの平均

「雇用失業情勢」

福島労働局職業安定部

福島県 全　国 福島県 全　国 福島県 全　国 福島県 全　国 福島県 全　国
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備考

資料

出所

雇用・労働 物価

15 現金給与総額
指数（名目）

16 所定外労働時間指数 17 常用雇用指数
19 国内企業

物価指数

（％） （％）

100.1 99.4 98.9 98.9 102.7 99.5 17.0 25.3 96.1

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 15.7 25.3 97.7

101.7 100.2 95.6 102.6 99.1 101.0 16.0 25.5 100.7

114.7 118.0 103.4 103.5 100.0 100.3 15.6 25.5 98.8

88.7 84.1 96.4 101.5 99.2 99.7 14.5 25.6 99.3

109.1 103.2 95.0 102.2 99.5 101.1 14.9 25.3 100.4

92.5 95.6 93.0 100.6 99.0 101.6 17.4 25.4 101.6

116.6 118.0 97.8 106.1 98.6 101.7 17.1 25.7 101.4

85.0 83.1 102.3 100.9 99.7 100.3 15.5 25.6 98.7

87.4 87.3 103.9 102.9 100.2 100.3 15.6 25.5 98.7

171.8 183.7 103.9 106.8 100.1 100.4 15.6 25.5 98.9

89.9 84.8 95.6 99.0 99.6 99.9 14.7 25.6 99.0

86.0 82.5 97.2 100.9 99.2 99.7 14.2 25.5 99.4

90.1 85.1 96.3 104.7 98.7 99.5 14.7 25.6 99.4

88.6 84.5 98.1 106.8 99.7 100.8 14.8 25.2 100.0

85.7 83.2 93.2 99.0 99.4 101.1 14.9 25.3 100.6

153.0 141.8 93.8 100.9 99.4 101.4 14.9 25.3 100.6

107.0 118.8 92.2 102.0 99.0 101.6 17.9 25.4 101.3

87.5 85.3 92.2 99.0 99.0 101.6 17.0 25.4 101.6

83.1 82.8 94.7 100.9 99.0 101.6 17.3 25.4 101.9

84.3 83.1 95.6 103.8 98.4 101.7 16.9 25.5 101.5

92.5 87.5 98.1 106.8 98.2 101.6 17.1 25.6 101.4

172.9 183.4 99.7 107.7 99.1 101.8 17.3 25.9 101.4

81.7 83.8 94.7 100.0 98.9 101.5 19.6 26.0 101.2

82.4 81.7 100.0 98.5 98.6 101.3 19.5 26.2 101.1

- - - - - - - - P 101.4

対前年同月（期）比（％） 対前月（期）（ポイント） 対前年同月（期）比（％）

1.5 0.7△            16.4 3.3 0.8△           0.6 0.2 2.7 1.3

0.1△           0.6 1.1 1.1 2.6△           0.5 1.3△           0.0 1.7

1.7 0.3 4.4△           2.6 1.0△           1.0 0.3 0.1 3.1

1.8△           1.1 0.2△           1.6 2.3△           0.5 0.0 0.2 2.2

2.6 0.3 4.5△           2.2 0.8△           0.5 1.1△           0.0 2.8

5.4 0.6 3.4△           2.9 0.4△           1.0 0.4 0.3△            3.1

2.9△           0.1 4.6△           3.0 1.2△           1.3 2.5 0.1 3.5

1.6 0.0 5.4△           2.5 1.4△           1.4 0.3△           0.2 2.6

0.9△           0.6 0.7△           1.9 2.4△           0.6 0.1△           0.2 2.1

1.4△           0.1 0.9 0.0 2.3△           0.5 0.1 0.0△            2.0

2.5△           1.6 0.8△           2.8 1.9△           0.5 0.0 0.0△            2.3

5.2 0.1△            0.7△           1.9 1.0△           0.4 0.9△           0.1 2.7

0.8 0.4 5.0△           1.9 0.7△           0.5 0.5△           0.1△            3.0

1.8 0.4 7.3△           2.8 0.7△           0.7 0.5 0.1 2.7

1.1 0.4 4.8△           2.8 0.5△           0.9 0.1 0.4△            2.6

0.9 0.5 0.6△           3.0 0.3△           1.0 0.1 0.0 3.3

11.1 1.0 4.4△           2.9 0.5△           1.0 0.0 0.0 3.4

3.5△           0.4 3.6△           2.9 1.2△           1.2 3.0 0.1 3.4

3.7△           0.2△            4.3△           3.0 1.2△           1.2 0.9△           0.0△            3.5

1.4△           0.1 5.9△           2.9 1.0△           1.4 0.3 0.0 3.6

0.8△           0.0 6.5△           2.9 1.3△           1.4 0.4△           0.1 2.8

5.9 0.2 5.6△           3.8 2.0△           1.3 0.2 0.1 2.7

0.6 0.1△            4.0△           0.9 1.0△           1.4 0.2 0.3 2.5

9.1△           1.2△            0.9△           1.0 0.7△           1.6 2.3 0.1 2.2

4.2△           1.0△            2.9 1.2△            0.6△           1.6 0.1△           0.1 1.7

- - - - - - - - P 2.0

全産業５人以上 全産業５人以上 （国内総平均）

平成17年＝100、平成16年の前年同期（月）比は、旧産業集計による。 平成17年＝100、平成16年の前年同期（月）比は、旧産業集計による。 平成12年＝100

｢毎月勤労統計調査結果速報｣福島県 「経済統計月報」

厚生労働省 日本銀行

Pは速報値

18 パートタイム
労働者比率

福島県 全　国 福島県 全　国 福島県 全　国 福島県 全　国 全　国
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区分
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資料

出所

企業・金融

21 企業倒産

福島市 福島県 全　国 福島県
生鮮食品 生鮮食品 金融機関 金融機関 国内銀行 国内銀行
を除く総合 を除く総合 預金残高 貸出残高 預金残高 貸出残高

（件） （百万円） （件） （億円） （億円） （億円） （百億円） （百億円）

100.0 99.9 100.3 100.1 163 102,797 13,679 78,177 60,952 38,488 51,868 40,400

100.0 100.0 100.0 100.0 140 67,201 12,998 67,033 61,254 38,873 52,641 40,855

100.2 100.3 100.3 100.1 146 72,880 13,245 55,006 61,186 39,290 52,867 41,558

100.1 100.5 100.0 100.1 36 11,672 3,434 18,177 61,254 38,873 52,641 40,855

99.8 99.8 99.9 99.7 32 9,806 3,348 14,062 60,259 38,689 53,160 41,076

100.4 100.4 100.3 100.1 37 16,323 3,281 15,202 61,201 38,421 52,984 40,849

100.1 100.3 100.6 100.3 32 28,399 3,250 10,103 60,729 38,766 52,701 41,258

100.3 100.7 100.3 100.2 45 18,352 3,366 15,639 61,186 39,290 52,867 41,558

100.4 100.7 100.2 100.3 18 7,700 1,171 6,350 60,375 38,275 52,107 40,195

100.0 100.4 99.8 100.0 5 1,673 1,114 8,083 60,401 38,437 52,736 40,419

99.9 100.3 99.9 100.0 13 2,299 1,149 3,744 61,254 38,873 52,641 40,855

100.0 99.8 100.0 99.7 8 1,664 1,049 6,044 60,363 38,723 52,446 40,537

99.8 99.8 99.7 99.5 12 4,786 1,044 2,885 60,374 38,699 52,430 40,500

99.7 99.9 99.9 99.9 12 3,356 1,255 5,133 60,259 38,689 53,160 41,076

100.2 100.2 100.1 100.0 12 2,508 1,087 4,268 61,124 38,739 53,280 40,789

100.5 100.5 100.4 100.2 14 9,045 1,083 7,123 60,376 38,320 53,098 40,699

100.5 100.5 100.4 100.2 11 4,770 1,111 3,811 61,201 38,421 52,984 40,849

99.6 100 100.1 100.1 13 17,169 1,051 3,100 60,705 38,508 52,574 40,947

100.2 100.3 100.8 100.3 11 8,991 1,169 4,075 60,687 38,546 52,511 40,972

100.5 100.6 100.8 100.4 8 2,239 1,030 2,928 60,729 38,766 52,701 41,258

100.6 100.8 100.6 100.4 15 9,771 1,166 6,168 60,112 38,569 52,380 40,888

100.4 100.8 100.1 100.2 12 3,890 1,091 4,416 60,237 38,601 52,838 41,114

100.0 100.4 100.2 100.1 18 4,691 1,109 5,055 61,186 39,290 52,867 41,558

100.2 100.1 100.0 99.7 9 1,317 1,091 5,736 60,349 38,648 52,798 41,183

99.3 99.6 99.5 99.4 8 3,312 1,102 2,895 60,351 38,561 52,936 40,980

- - - - 12 8,613 1,247 4,887 - - - -

対前年同月（期）比（％）

0.1 0.0 0.0 0.1△    12.8△  19.0△       15.8△       32.5△      0.2 1.2△         1.4 2.4△         

0.0 0.1 0.3△    0.1△    14.1△  34.6△       5.0△         14.3△      0.5 1.0 1.5 1.1

0.2 0.3 0.3 0.1 4.3 8.5 1.9 17.9△      0.1△         1.1 0.4 1.7

0.2△    0.5 0.7△    0.1△    16.3△  83.8△       4.2 14.1△      0.5 1.0 1.5 1.1

0.2 0.5 0.1△    0.0 0.0 36.6 5.4 29.3△      0.3 0.7 1.2 2.2

0.1 0.2 0.2 0.0 0.0 55.3△       1.7 1.1 0.4△         0.3 1.1 3.3

0.1 0.2 0.6 0.3 8.6△    140.2 2.8 27.5△      0.6 0.7 0.1△         2.1

0.2 0.2 0.3 0.1 25.0 57.2 2.0△         14.0△      0.1△         1.1 0.4 1.7

0.3△    0.4 0.7△    0.0 20.0 86.8△       4.1 19.2△      0.2 0.4 1.0 0.2

0.4△    0.3 0.8△    0.1 68.8△  62.3△       4.6 86.1 0.4 1.0 1.4 0.9

0.2 0.6 0.1△    0.1 8.3 74.7△       3.6 58.1△      0.5 1.0 1.5 1.1

0.2 0.4 0.1△    0.1△    11.1△  91.5 2.6 2.8△        0.5 1.4 1.6 1.3

0.5 0.9 0.1△    0.0 9.1 21.9 2.9 61.2△      0.2 1.0 1.4 1.1

0.1△    0.4 0.2△    0.1 0.0 40.8 10.0 17.4△      0.3 0.7 1.2 2.2

0.0 0.2 0.1△    0.1△    50.0 92.1△       14.9 7.6 0.02 0.6 1.4 2.2

0.1△    0.1 0.1 0.0 7.7 471.7 1.0 17.7 0.3△         0.5 1.1 2.9

0.5 0.4 0.5 0.2 31.3△  52.5 7.9△         24.1△      0.4△         0.3 1.1 3.3

0.2△    0.1 0.3 0.2 62.5 2,159.1 2.6 35.2△      0.7△         0.1△         0.4 2.7

0.5 0.4 0.9 0.3 10.0 10.0 1.4 25.3 0.1△         0.8 0.3 2.8

0.0 0.1 0.6 0.2 52.9△  22.5△       4.3 50.3△      0.6 0.7 0.1△         2.1

0.2 0.1 0.4 0.1 16.7△  26.9 0.4△         2.8△        0.4△         0.8 0.5 1.7

0.4 0.4 0.3 0.2 140.0 132.5 2.0△         45.3△      0.3△         0.4 0.2 1.7

0.1 0.1 0.3 0.1 38.5 104.0 3.4△         35.0 0.1△         1.1 0.4 1.7

0.2 0.3 0.0 0.0 12.5 20.9△       4.0 5.0△        0.0△         0.2△         0.7 1.6

0.5△    0.2△    0.2△    0.1△    33.3△  30.8△       5.5 0.3 0.0△         0.4△         1.0 1.2

- - - - 0.0 156.6 0.6△         4.7△        - - - -

負債総額1,000万円以上 年･期・月末残高　県の預貸残高は銀行･第2地銀・信用金庫

平成17年＝100 ･信用組合の計　国の預金残高は実質預金　

「消費者物価指数」総務省統計局 「福島県企業倒産状況」株式会社東京商工リサーチ福島支店・郡山支店 県、国ともオフショア勘定を含む。

「全国企業倒産状況」株式会社東京商工リサーチ 「福島県金融経済概況」日本銀行福島支店　「金融経済統計月報」日本銀行

全　国 全  国

20 消費者物価指数 22 金融機関預貸残高

総合 負債総額総合 件数 負債総額 件数
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中小企業の業況 市場

24 中小企業業況判断DI 25 株式 26 円相場

福島県 全国 福島県 株価

地元地銀 国内銀行 全産業 製造業 非製造業 東証株式 東京市場

 ３行 建設業 卸売業 小売業 ｻｰﾋﾞｽ業 （第１部） 米ドルスポット）

（％） （％） （円） （円/米ﾄﾞﾙ）

2.177 1.732 - - - - - - - 11,179.25 107.49

2.075 1.623 - - - - - - - 12,422.58 113.26

2.165 1.766 - - - - - - - 16,110.38 116.31

2.075 1.623 - - - - - - - 14,489.91 117.31

2.042 1.600 - - - - - - - 16,200.51 116.92

2.048 1.633 - - - - - - - 16,143.40 114.39

2.120 1.712 - - - - - - - 15,630.61 116.17

2.165 1.766 - - - - - - - 16,476.19 117.78

2.075 1.645 - - - - - - - 13,392.79 114.82

2.067 1.636 - - - - - - - 14,368.05 118.41

2.075 1.623 9.3△    3.2△    14.6△   35.7△   5.0△    12.2△   12.9△   15,650.83 118.64

2.085 1.620 - - - - - - - 16,085.51 115.45

2.082 1.620 - - - - - - - 16,187.64 117.89

2.042 1.600 13.3△   2.6△    22.8△   42.2△   20.6△   19.8△   15.4△   16,311.54 117.31

2.011 1.607 - - - - - - - 17,232.97 117.11

2.045 1.616 - - - - - - - 16,322.24 111.51

2.048 1.633 15.3△   2.7△    26.4△   43.9△   17.2△   28.9△   20.3△   14,990.31 114.53

2.052 1.651 - - - - - - - 15,147.55 115.67

2.062 1.682 - - - - - - - 15,786.78 115.88

2.120 1.712 24.0△   15.1△   30.8△   38.8△   18.9△   38.5△   26.0△   15,934.09 117.01

2.149 1.735 - - - - - - - 16,519.44 118.66

2.156 1.740 - - - - - - - 16,101.07 117.35

2.165 1.766 21.0△   7.2△    33.2△   32.5△   27.7△   44.5△   22.6△   16,790.21 117.30

2.168 1.776 - - - - - - - 17,286.32 120.58

2.178 1.798 - - - - - - - 17,741.23 120.45

- - 21.7△   10.2△   31.1△   52.3△   10.8△   39.1△   28.7△   17,128.37 117.28

対前月（期）

0.074△     0.067△      - - - - - - - 1,867.83 5.66△        

0.102△     0.109△      - - - - - - - 1,243.33 5.77

0.090 0.143 - - - - - - - 3,687.80 3.05

0.009△     0.017△      - - - - - - - 2,194.04 6.10

0.033△     0.023△      - - - - - - - 1,710.61 0.39△        

0.006 0.033 - - - - - - - 57.11△      2.53△        

0.072 0.079 - - - - - - - 512.79△    1.78

0.045 0.054 - - - - - - - 845.58 1.61

0.009△     0.005 - - - - - - - 413.41 3.76

0.008△     0.009△      - - - - - - - 975.26 3.59

0.008 0.013△      13.4 12.6 13.7 12.3 14.7 20.1 4.5 1,282.78 0.23

0.010 0.003△      - - - - - - - 434.68 3.19△        

0.003△     0.000 - - - - - - - 102.13 2.44

0.040△     0.020△      4.0△    0.6 8.2△    6.5△    15.6△   7.6△    2.5△    123.90 0.58△        

0.031△     0.007 - - - - - - - 921.43 0.20△        

0.034 0.009 - - - - - - - 910.73△    5.60△        

0.003 0.017 2.0△    0.1△    3.6△    1.7△    3.4 9.1△    4.9△    1,331.93△  3.02

0.004 0.018 - - - - - - - 157.24 1.14

0.010 0.031 - - - - - - - 639.23 0.21

0.058 0.030 8.7△    12.4△   4.4△    5.1 1.7△    9.6△    5.7△    147.31 1.13

0.029 0.023 - - - - - - - 585.35 1.65

0.007 0.005 - - - - - - - 418.37△    1.31△        

0.009 0.026 3.0 7.9 2.4△    6.3 8.8△    6.0△    3.4 689.14 0.05△        

0.003 0.010 - - - - - - - 496.11 3.28

0.010 0.022 - - - - - - - 454.91 0.13△        

- - 0.7△    3.0△    2.1 19.8△   16.9 5.4 6.1△    612.86△    3.17△        

（総合） 前年同期（月）と比較して、業況が「良化」と回答した企業の割合から 日経平均(225種) （期中平均値）

年・月末残ベース 「悪化」と回答した企業の割合を減じた数値　　（四半期月末時点） （期中平均値）

「福島県金融経済概況」日本銀行福島支店　 財団法人福島県産業振興センター 日本経済新聞社 日本経済新聞社

「金融経済統計月報」日本銀行

23 貸出約定平均金利
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４　景気動向指数（福島県）
　概  括
　１月の景気動向指数（ＤＩ）は、先行指数62.5％、一致指数55.6％、遅行指数35.7％となった。

　　先行指数は、2か月連続で50％を上回った。  
　　一致指数は、3か月連続で50％を上回った。
　　遅行指数は、4か月振りに50%を下回った。
　景気動向指数（ＤＩ）グラフ　＜一致指数＞

山 H9.3

※DI(Diffusion Indexes)   : 景気局面とその転換点の把握を目的として、採用系列の変化の方向（３か月前比）を合成して指数を作成。

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　 おおむね3か月連続して50％を上回っていれば景気拡張局面、下回っていれば景気後退局面と判断される。

※グラフ上の景気基準日付のうち、シャドウ部分は景気後退期を示している。

　ＤＩ表
区　分 景　気　動　向　指　数

福島県（平成19年3月30日公表） 全　国（平成19年4月18日公表）

年　月 先行指数 一致指数 遅行指数 先行指数 一致指数 遅行指数

H.18.8 75.0 66.7 57.1  25.0  81.8  50.0
9 62.5 44.4 42.9  25.0  72.7  83.3
10 37.5 44.4 71.4  50.0  68.2  33.3
11 31.3 61.1 64.3  25.0  54.5  83.3
12 75.0 61.1 57.1  25.0  63.6  83.3

H.19.1 62.5 55.6 35.7 P 40.9 P 30.0 P 70.0
採 用 指 標 数 ８指標 ９指標 ７指標 １２指標 １１指標 ６指標

資 料 県：情報統計領域「福島県景気動向指数」 ｒは訂正値、Ｐは速報値

出 所 国：内閣府経済社会総合研究所「景気動向指数」

※一部の計数は速報値を用いており、確報訂正により、前回発表の計数と相違する場合がある。

参考　景気総合指数(ＣＩ)グラフ　<一致指数＞
山 H9.3

※CI(Composite indexes) : 景気変動の強弱の把握を目的として、採用系列の変化率（前月比）を合成して作成。

（参考）１　農林水産業の動向（４月分） 福島県　農林水産部　　

谷 H6.2

谷 H6.2

　　　　　谷 H11.6    　　　　山12.10　        谷14.1

　　　　　谷 H11.6    　　　　山12.10　        谷14.1

販売実績

（１）野菜（ＪＡ全農福島県本部扱販売実績 ３月分）

品目名 販売数量 販売金額

野 菜 全 般 1,369ｔ ( 85%) 742,391千円 ( 91%)前年同月比 前年同月比

い ち ご 315ｔ ( 94%) 304,081千円 ( 98%)前年同月比 前年同月比

に ら 264ｔ ( 78%) 81,569千円 ( 77%)前年同月比 前年同月比

ね ぎ 165ｔ ( 75%) 23,391千円 ( 46%)前年同月比 前年同月比

（２）果実（ＪＡ全農福島県本部扱販売実績 ３月分）

品目名 販売数量 販売金額

果 樹 全 般 120ｔ ( 33%) 143,678千円 ( 56%)前年同月比 前年同月比

あ ん ぽ が き 110ｔ ( 33%) 140,936千円 ( 56%)前年同月比 前年同月比

ｔ ( %) 千円 ( %)前年同月比 前年同月比

ｔ ( %) 千円 ( %)前年同月比 前年同月比
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（４月調査３月末時点）─自由意見より─２ 中小企業経営動向調査

（財）福島県産業振興センター

製 造 業

。 、業界の現況は一般に悪化している 自社は昨年が最低であったため

いろいろ考慮して今後は少しずつ良い方に向うよう努力する。

【食料品】

。【 】当社が位置する和装業界は５～９月が常に荷動きが少ない 織物

縫製関係は、春物は出足まあまあであるが例年５～７月は夏物も少

なく秋物には早い時期であるからおそらく例年通り仕事が少ないと

予想される。 【 縫 製 】

人件費増は、残業増のため。受注は増えるが、仕入価格の上昇を販

売価格に結びつけられず苦慮している。 【木材・木製品】

。【 】仕事を取るために価格を下げるので利益につながりません 印刷

【 】仕事が少ない為、受注競争が激化している。 印刷

中央（東京周辺等）との格差が生じている。地方のインフラ整備の

早期見直しを行い実施を。 【窯業・土石】

。 。業界全体が沈下の方向 自由競争入札導入で更に悪化が予想される

何をもって適正入札価格とするか。下請、孫請はやれなくなると思わ

れます。 【窯業・土石】

５月はせとまつりの為に収益増の見込。 【窯業・土石】

アルミ材料の価格上昇があり困ってます。先が見えず短納期になっ

ております。 【鉄鋼・非鉄】

原材料費値上りで大変です。 【鉄鋼・非鉄】

客先の海外展開により、資源のない日本から、技術が外国に流れて

「ものづくり」がなくなって来たらどうなるのか非常に心配です。

【金属】

受注単価は減る一方にて、賃金及び公的部分は負担が増える状況が

【 】継続中で、やるべき事が出来ない実態。 電気機器

業界の常識にとらわれずニッチな部分を見出しビジネス提案して行

。 【 】きたい 電気機器

乗用車の販売不振 【電気機器】

公共工事入札制度激変。受注額減少だが仕事量はむしろ増加。環境

、 、 。 【 】対策 品質向上 安全強化に取組んでいる 輸送用機器

昨年１１月以降、若干受注面での減少有り、４月以降同じ予想であ

るが、若干の上乗せが期待される予想。 【精密機械】

先の事が良く分からない。 【精密機械】

安値発注、材料費上昇。 【精密機器】

仮決算前年度売上対比１２％減です。今後の対策が困難。

【プラスチック】

厚生費の増加は収益を圧迫する。 【プラスチック】

建 設 業

土木は底なし沼に入っている。あと１年～２年位で業者は半減する

と思う。 【土木】

公共事業費の減少が厳しく大変である。 【建築】

卸 売 業

業界再編の流れの中で特約店として残れるか、二次店になるのか。

リベートの差が大きく不安定要素が付きまとう。 【飲食料】

、 。 【 】ハウスメーカーの進出で大工 工務店が受注困難 建築材料

最悪。 【その他】

小 売 業

。 。どんな小売店でも売上は減です 良い方になる考えはありませんか

【衣料】

購入者の年令は高齢化し、５０才以下の客層は郊外店へ流出してし

、 。まうので 販売に結びつかなく一般的な小売店は末期的な現状です

【衣料】

業界の構造的な問題であり、身の丈に合ったマイペースの経営を心

がけて行くつもりです。 【衣料】

売上減少の一方で人件費、経費は同じくかかり、借入利息は上がり

とても苦しい状況が続いて困っています。 【衣料】

私達個人店は先ず仕入単価が高い。大型店優先はますます進み私達

。 【 】は従業員をかかえる事がむずかしくなって来た 飲食料

、 。 【 】オーバーストアー 地域間競争が激化 飲食料

デパート販売が以前の半分以下におちこんでいる。販促費、人件費

。 【 】をかけて売上を確保しても利益にはつながらない 飲食料

今迄になく売上げ・客数の現況は、最盛時に比べ８５％の減少。こ

、 。 【 】の傾向がいつまでも続き 見透しは全くわからない 飲食料

会社の改善策として売上げ増加と新製品の開発ということは解かっ

ていても、それが現実に形となって出てこないので、困難な毎日で

す。 【飲食料】

金属類の不足による、原材料の高騰による、各部材、商品の価格高

がひびく。 【家電品】

、 、 。板金の減少 板金主体の工場のため 雪不足により大きく減少した

【自動車販売】

家具小売業界は現在かなり厳しい。 【家具・建具】

月は気温が上がらず春物商材の動きが鈍化。 【大規模店】3
この先の国内消費力不安、不明で見えないが、期待はある。商売の

、 。 【 】問口を広めるか 深化させるか両にらみ状況です その他

サ ー ビ ス 業

昨年より一層悪くなっております。 【旅館・ホテル】

タクシー：燃料の値上がり、人件費上昇等で料金約１８％値上申請

が出ている。

バス：料金（契約輸送）のダンピングが問題となっている。

【タクシー】

規制緩和策は我々の業界にとって大きなマイナスになっておりま

【 】す。 タクシー

昨年秋以降、夜間の動きが減少し、新規参入会社の増加などにより

客の分散につながっている。３月末で他社で経営をやめた会社があ

りますが、経過してみないと状況変化はわかりません。

【タクシー】

軽油単価が少しおちついてきたと思ったら、又、４月より値上げの

要請があり頭が痛い所です。 【運送】

軽油の値上りが販売価格に転嫁できない。 【運送】

お客の経営環境にともない（特に建設業）厳しい状況にあります。

【自動車整備】

前が読めないのでこの先、不安。 【自動車整備】

それほど大きな変化はないと思います。 【自動車整備】

同業者が事業やめた為、客数はアップしたが部材が値上がりして利

益は薄い。 【自動車整備】

前・後３ヶ月については大きな変化は認められない。

【 】情報サービス

少子化の影響で１８才人口の激減で経営が大変苦しいです。

【その他】
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３ 中小企業景況レポート（平成１９年３月分）
福島県中小企業団体中央会

食品製造業
（１）乳製品：

牛乳、乳製品の消費量が落ち込んでおりま
す。
（２）豆腐油揚：

原材料の先高感で卸売からの価格アップが
出ている。その理由は、バイオエタノールに
農家がシフトしているという。アメリカやカ
ナダの農家は敏感にシフトしているらしい。
大豆からコーンへ転作するとの思惑が大豆高
になっているのか？
（３）味噌醤油：

出荷の動きが醤油の場合下降気味、味噌も
若干減少傾向にあります。組合員の中におい
ても格差が生じており今後の行方に不安が生
じてくる感が致します。

県内全体の組合員間においても、大手組合
員でも醤油の二次加工品の伸びが増加しつつ
ある状況です。

原料については、県内産の大豆が品質にバ
ラツキや供給が不安定であり特に味噌醤油製
造業組合員より要望が出ています。
（４）清酒：

異常気象の影響か売上げが伸びない （飲酒。
運転撲滅運動も影響あり）

４月に新酒まつりを実施予定。

木材・木製品製造業
（５）製材業：
(外材輸入) ２月に引き続き製品の荷動きは
低調である。昨年来の原材料高騰による製品
への価格転嫁ができなければ利益は出ないこ
とになるが、一部代替材等へのシフトもあり
価格転嫁が思うように進んでいない状況下に
ある。

紙・紙加工品製造業
（６）紙器段ボール箱：

紙器段ボール箱業界は生産規模から企業格
差が広がりつつある。段ボール箱、印刷紙器
関係は季節要因も加わってやや好転の兆しが
見えるものの、業界で最も多い貼箔簡易箱業
者は、取引先としている各商社の転廃業のあ
おりを受け売上高の減少、収益の低下に追い
込まれている状況にある。

印 刷
（７）印刷：

年度末の仕事や選挙関連の仕事で地区によ
っては良いが全県的には横這いで収益面では
あまり良くないようです。

窯業・土石製品製造業
（８）陶磁器：

４月より観光シーズンの開始となるので期
待をしたい。
（９）砕石：
(県北地区) 売上高前月比２３．０％の増、
前年対比の同月比１３．６％の増、全数量の
前年同月比１８．７％の減、再生骨材の代用
品、全数量の前年同月比２４．４％の増
（いわき地区) ３月年度末で受注状況はほ
とんど終了。４月以降厳しい状況あり。
（１０）生コン：

平成１９年３月の組合員生コン出荷数量は
対前年同期比１０５．６％及び前月比９３．
４％で推移した。出荷数量に占める官公需の
割合は４６．４％となり、３月は官公需の出
荷高の落ち込みにより、前月比減少。
民需の増加した地区：県北地区…マンション
３棟新築、ホテル新築工事等 いわき地区…
マンション２棟工事等 会津地区…老人ホー
ム１棟、マンション２棟、ホテル新築工事等
官公需の増加した地区：会津地区…河東小学
校、会津学鳳学校新築工事等 県北地区…荒
川・松川河川工事、荒川クリーンセンター建
設工事等 いわき地区…駅前開発、文化交流
館建設、火葬場建設工事等

鉄鋼・金属・一般機械製造業
（１１）(郡山地区)

仕事量は少し少なくなっている。鉄骨他。
（１２）各種プラント機器：

当組合のプラント設備関連業界は、顧客各
社の３月決算年度末の予算執行により、売上
高、収益状況もやや増加・好転傾向である。
４月以降の新年度予算に基づく顧客各社の新
規工事に期待している。
（１３）電子工業：

各メーカーの新機種生産が５月以降ずれて
いる。在庫調整等の動きを思われます。４月
は現状のまま横這いである。

卸売業
（１４）卸売業：

(県中地区) 暖冬気味で春物はそこそこ
売れた。消費者のマインドは全般的に冷え込
んだまま春遠しの感がある。
（１５）再生資源：

年度末という環境の中で市中でのスクラッ
プ発生は比較的に順調。加えて価格の面でも
鉄・故紙は続騰、非鉄は乱高下があっても高
原相場。業界としては総じて順調といえる。
（１６）肥料卸：

、肥料向けの石灰の需要増加は見込めないが
羽田沖の空港拡張工事が開始されると土壌改
良としての石灰の需要拡大が期待できる。

小売業
（１７）共同店舗：

(浜通り地区の ショッピングセンター)O
３月は中旬に開催した地元物産展が大変好調

、で暖冬の影響で振るわなかった衣料品ほかは
前年を上回った。特に客数の２桁増で飲食関
係が好調だった。

(県中地区の ショッピングセンター) 食N
品、雑貨品がまずまずの売上げだったので全
体では昨年の実績をクリアーしたが衣料品等
は悪かった。
（１８）石油：

３月石油コスト上昇の影響で元売り各社の
仕切が２～３円値上がりとなった。小売価格
も若干の値上がりとなったが、コスト完全転
嫁は厳しい状況となっている。
（１９）米穀：

業界の景況は相変わらず悪い。契約未取引
分の所有権移転による在庫量の増加処理につ
いて低マージンにより対応結果売上げ増に比
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べ収益状況は悪かった。現況、今後の天候の
推移を考えると新事業年度も厳しいものがあ
ると考えられる。
（２０）電機製品販売：

アナログ放送停波まで残すところあと４年
になりＡＶデジタル関連商品の動きも良くな
ってきています。これも販売店の取り組みに
より相当の差が出ている。

現状後継者のいない高齢化の販売店はデジ
タル化について行けない販売店が相当あるわ
けで販売に大きな差が出ている。また価格下
落が相変わらず激しいため収益面で落ちてい
る。販売台数を上げないと非常に厳しい。

商店街
（２１）福島市：

売上げにおいて進学関連（学納金等）への
支出の影響か低調だった。将来の経済成長の
ため労働分配率が多くなることを願う。
（２２）郡山市：

月に入って統一地方選教が始まり、町も4
何となくソワソワした感じである。もちろん
商店街の売上げにあまり影響は無いが、選挙
に関係する人しない人と様々だ。この号が出
る頃には結果が出ているであろうが、選ばれ
た人たちにはがんばってもらいたいと願うと

4ころである 春になり 暖かくなってきたが。 、 、
月の商店街景況は低調。商店街の春はいつ来
るのだろうか？
（２３）いわき市：

２月とうって変わって天候に悩まされた。
肌寒い日も多く本格的に春物商戦とは行かな
かったようだ。特に３月終盤に入ってからの
来街者が昨年よりも少なくなったように見え
る。特に土日の集客は激減だ。今年１０月の
再開発ビルのオープンに向けて商店街として
も最後のチャンスと受け止め準備に入り出し
た。
（２４）南相馬市：

道の駅も問題を投げかけながらその雄大な
姿を現した。今後の市街地が一段と寂しくな
った夢にまでに見る時が来た感じがいっぱい
だ。波が寄せる時は今度は農振問題解決した
ジャスコ開店問題。街中暗い話題のみ桜の話
をして笑いたいものだ。

サービス業
（２５）旅館業：

(土湯温泉) 岳温泉との共同事業で東京・
（ ， 、埼玉からのシャトルバス 往復６ ０００円

片道３，０００円）を４月１日～７月３１日
まで試験運行する。関東エリアの認知度アッ
プと誘客につなげていきたい。
（２６）ビルメンテナンス：
年度更新の時期となり年間を通じて新旧入れ
替わりました。旧来の慣習を破り万機公論に
決めました。法令遵守はみんなで守らなけれ
ば発展はありません。

建設業
（２７）建設業：

(県一円) 平成１８年度も建設業界にとっ
。て公共工事の減少により厳しい１年であった

又、官製談合事件以後公共工事に対する締め
付けは、公共工事の減少以上に厳しいものが
ある。今後の建設業界を考えた場合、談合等

で悪いことをするとすぐ新聞に載るが大雨や
地震等の災害復旧で素早く対応しているのが
地元建設業者であり、大手ゼネコンができな
い部分で地元建設業者が果たしている役割は
多大なものがあるわけですので、地元建設業
者の生き残れる方策を今後検討して行かなけ
ればならないと同時に大手ゼネコンと地元建
設業者の役割を明確にして行政の指導をお願
いしたい。

(県南地区) ３月の受注状況は、企業間格差
が大きくなってきた。又、受注価格が下がっ

。てきているので採算性が悪くなってきている
４月以降の早期発注に期待したい。
（２８）専門工事：

建設業の公共工事入札制度に新たな動き
１）入札ボンド方式 ２）オープンブック方
式が提案され各自治体で導入が予想される。
又総務省は下請けボンドについても国交省に
要請している （下請けボンドとは元請け企業。
が破綻した際下請け企業への支払いを保証す
るものでアメリカでは一般的である ）この制。
度が実現すれば安心して下請けできることに
なる。一方専門工事業の団体に新しい動き全
国建設専門工事業団体と各県にその組織を立
ち上げる。

運輸業
（２９）トラック運送：
（県北地区）荷動きは、これまでに見られな
いぐらい落ち込んでいる。３月に入っても工
事の追い込み期や需要期となっているが前年
度より下降傾向で推移したが４月に入ってよ
り停滞色を強めている。又燃料価格の上昇に
危機感を強めている。
（３０）ハイヤータクシー：

例年３月は前月比で増となるが前年比では
減少。４月は花見山、福島競馬で動くと思わ
れるが。
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４「福島県金融経済概況」

平成19年４月２日 日本銀行福島支店

県内景気は、着実に回復している。なお、県内企業では、仕入価格上昇に伴う採算悪化を懸○

念する向きもみられている。

すなわち、生産は、国内外からの受注好調な電子部品・デバイス関連企業、自動車関連企業

において高操業を続けており、新製品の製造開始や受注増から生産水準を一段と引き上げる動

きもみられるなど、引き続き増加している。また、設備投資は、製造業を中心とした高水準の

設備投資計画が着実に移されており、３年連続で前年を上回る見込みとなっている。個人消費

は、天候要因もあり区々の動きとなっているが、家電販売が堅調に推移しているほか、県内主

要観光地の入込み客数が好調に推移するなど、明るい動きが続いている。こうした中、雇用も

緩やかな改善を続けている。

５「月例経済報告」

平成19年４月16日 内閣府

(我が国経済の基調判断)

景気は、 、回復している。生産の一部に弱さがみられるものの

・企業収益は改善し、設備投資は増加している。

・雇用情勢は、厳しさが残るものの、改善に広がりがみられる。

・個人消費は、 。持ち直しの動きがみられる

・輸出は、横ばいとなっている。生産は、 。このところ横ばいとなっている

先行きについては、企業部門の好調さが持続し、これが家計部門へ波及し国内民間需要に支

えられた景気回復が続くと見込まれる。一方、原油価格の動向が内外経済に与える影響等には

留意する必要がある。

(政策の基本的態度)

政府は 「日本経済の進路と戦略」に沿って 「新成長経済」の実現に向けた改革への取組、 、

を加速・深化する。また、平成 年度予算、税制改正法案等の成立を受け、これらを着実に19
執行・実施する。

政府・日本銀行は、マクロ経済運営に関する基本的視点を共有し、物価の安定基調を確実な

ものとするとともに、物価安定の下での民間主導の持続的な成長を図るため、一体となった取

組を行う。
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「最近の県経済動向」はホームページでも御覧いただけます。

U R L  http://www.pref.fukushima.jp/toukei/
　
　

※　次回公表予定日は平成1９年5月28日（月）です。

■　御利用にあたって　■

　「最近の県経済動向」では、本県経済の動向の判断に役立てるため、県内の経済状況に
ついてマクロ（巨視的）観点から簡潔に概況を述べるよう努めており、また視覚的にもと
らえられるようグラフも併せて示しています。
　採用している経済指標については、経済統計上の重要性、速報性に着目して26の指標を
選んで、全国の推移状況とも比較できるようにしています。さらに、福島県景気動向指数
の要点をグラフで示しています。
　また、参考として「農林水産業の動向」や県内の景況感に県民の生の声を反映させるこ
とを目的に、(財)福島県産業振興センターの中小企業経営動向調査の中の「自由意見」
（四半期公表）や福島県中小企業団体中央会が行っている「中小企業景況レポート」(月次
公表）を掲載しております。さらに、日本銀行福島支店の「福島県金融経済概況」、 内閣
府の「月例経済報告」の中から毎月の概要を抜粋して掲載しております。

■　お願い　■

　本統計表から抜粋又は新たに資料を作成して利用する場合は、『福島県　最近の県経済
動向から抜粋（又は作成）』と御記入くださるようお願いします。

　　　　　　　　福島県企画調整部情報統計領域　　　　　電話 024(521)7143
                           統計企画グループ　　　　　 内線 (2431)
　　　　　　　　  〒960-8670　福島市杉妻町２番１６号　FAX  024(521)7914
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail  toukei@pref.fukushima.jp


